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経済安全保障レビュー（2023年 3月） 

 

ヘ ッ ド ラ イ ン  

 
 

本格化する対外投資規制の導入 

輸出管理や対内投資規制と並ぶ経済安全保障政策のツールとして、対外投資規制の導入が本格化しつつある。米

財務省及び商務省は 3 日、対外投資規制に関する最終決定が「近い将来」行われるとの報告書を議会に提出した。報

道によれば、規制の対象は先端半導体、量子コンピューティング、AI などの先端技術に関連する投資が想定されるとい

う。対外投資全般に対する包括的な審査ではなく、経済的影響を考慮した限定的な枠組みが検討されている模様だ。 

米国政府は対外投資規制について、同盟国・友好国と協議を行っていると説明。EU は 30 日、今年中に策定する「経

済安全保障戦略」の中で対外投資規制に関する「初期的なアイデア」を示すとの方針を明らかにするなど、既に同志国

内で類似の動きが出ている。5 月に予定される G７広島サミットなどにおいて、日本を含めた同志国が共同の方針を打ち

出す可能性もある。 

トランプ政権以降、米国は中国を意識した独自の規制措置を相次いで導入してきたが、米国単独での規制は効果が

薄い上、米国企業が競争上不利益を被るとの指摘が多く、日欧などとの政策協調が重要課題となっている。昨年 10 月

に米国が導入した半導体製造装置などに対する輸出管理の強化については、日本とオランダが類似の措置を導入する

方向で調整を進めている。 

既に米国は昨年８月に成立した半導体支援法（CHIPS and Science Act）に基づく支援を受ける企業に対し、中国など

の懸念国での先端半導体関連の取引・投資を制限。いわばインセンティブと引き換えに企業の対外投資を事実上抑制

する仕組みとも言える。今後も対外投資に対する制約が様々な形で顕在化する可能性に注意が必要だ。 

 

産業政策の拡大とグリーン化：交錯する期待と懸念 

先端技術の研究開発や重要物資の生産拡大のため、各国政府はインセンティブ付与を始めとする介入的な政策、す

なわち産業政策を推進している。特に、経済のグリーン化を支える蓄電池やその原料となる重要鉱物、再生可能エネル

ギーなどに関する支援は、①経済成長や雇用創出などの経済政策の観点、②気候変動対策を始めとする環境政策の

観点、③自律的な経済構造の確立という安全保障政策の観点のいずれの立場からも好ましく、政治的に安定した支持

を得やすい。 

米エネルギー省傘下の研究所が 3 月に公表した研究によれば、バイデン政権下で成立した超党派インフラ法とインフ

レ抑制法の効果により、2030 年の米国内の発電量に占めるクリーンエネルギーの割合は 71～90％に上り、2 法案の影

響を考慮しないシナリオより 25～38％高くなるという。政府機関による試算という点を割り引く必要はあるが、影響の大き

さがうかがえよう。米国の動きを受け、EUは 9日、原則禁止されている加盟国による特定企業への国家補助に関するル

ールのさらなる緩和を決定するなど、産業政策の強化を図っている。 

こうした各国の積極策がグリーン化を加速する可能性がある一方、保護主義的な規制や補助金競争の弊害を指摘す

る声も少なくない。また、政治的な対立によって半導体や重要鉱物のサプライチェーンが分断され、大幅なコスト上昇を

招くおそれもある。企業としては、各国の政策動向が市場に及ぼす影響を注視していく必要がある。 

● 本格化する対外投資規制の導入 

● 産業政策の拡大とグリーン化：交錯する期待と懸念 

● 大国間競争と世界経済を巡るターミノロジー 

● 経営課題として重要性を増すサイバーセキュリティ 

https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fsubscriber.politicopro.com%2Ff%2F%3Fid%3D00000186-b8fa-d147-a7f7-fefac9010000&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603482119%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=dGHEhpc224CTl8Owcb4fBdlDsysz0jRcdYM3yeGvpdk%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fsubscriber.politicopro.com%2Ff%2F%3Fid%3D00000186-b8fb-d9f3-abef-bfffb67e0000&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603482119%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=E4qnXTfEePwtYyQPByhGqR9JPfGD21cr8h8yVeK54L4%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fec.europa.eu%2Fcommission%2Fpresscorner%2Fdetail%2Fen%2Fspeech_23_2063&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603482119%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=FsFJzDQDKKEfOntsC9NGgsT17GmtjLJ5bx5Oop7FmkE%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.nikkei.com%2Farticle%2FDGKKZO69812060R00C23A4MM8000%2F&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603482119%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=%2F9BhIWOJjq7zeX8SVCA3irZN9BLdrTXUrclSyLczN%2B0%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fjp.reuters.com%2Farticle%2Fnetherlands-usa-chips-idJPKBN2VA1VC&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603638349%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=54H3cblDzyy%2BnT0ou%2FsL%2BGZXUMbwYuFb2lPUV2jR6D8%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.jetro.go.jp%2Fbiznews%2F2023%2F03%2Fd07d5b7910e5f038.html&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603638349%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=IOslUciAIF7GsMnydZP%2F2yBGB79IDwDVDhvuZx2hMXQ%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.energy.gov%2Fsites%2Fdefault%2Ffiles%2F2023-03%2FPower-Sector%2520Transitions%2520Fact%2520Sheet.pdf&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603638349%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=Y7JW9243jlNOyZo67ALDIwLnkUVBhPfoxe2iLgcUl%2B0%3D&reserved=0
https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.jetro.go.jp%2Fbiznews%2F2023%2F03%2F9715e56c1143f6ca.html&data=05%7C01%7CYOSHIMURA-Y%40jpn.marubeni.com%7C56db4a7b8132402d5e0708db34da57cc%7C4cd3b2c2d3644df1888d71ba43a69268%7C0%7C0%7C638161884603638349%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C3000%7C%7C%7C&sdata=9RunRhyCgw5tNxBSs3SqJV7Iyj0%2BuHi466yZ1KiorAs%3D&reserved=0


 

2 

 

Marubeni Research Institute 

 

大国間競争と世界経済を巡るターミノロジー 

米中などの国家間対立を背景とした世界経済のデカップリング（decoupling）の実態は現下の国際情勢に関する一大

論点だ。2022年の米中間の貿易額が過去最高を記録したことなどもあり、依然として経済関係は強固との見方がある一

方、米中貿易戦争で米国が追加関税を課した品目などについては既にデカップリングが進行しつつあるとの指摘も出て

いる。米国主導の対中技術デカップリングの実効性についても賛否両論がある。 

一方、米中は互いに相手国の行動がデカップリングを招いていると批判しており、レトリックの上ではデカップリングが

望ましくないという主張は維持されている。フォン・デア・ライエン欧州委員長は 30 日に行われた対中政策に関する演説

で、中国との関係は白黒つけられるものではないとして、デカップリングではなくディリスキング（de-risking）が必要だと指

摘。外交的関与と共に経済安全保障政策の強化を訴えた。 

どのように形容するにせよ、経済的措置の応酬は経済的損失につながる。国際通貨基金（IMF）はこうした地経学的分

断（geoeconomic fragmentation）が世界経済の重大なリスクだとして警鐘を鳴らす。メディアや有識者の間では、冷戦終

結後のグローバル化は転換点を迎えたとして、その減速を意味するスローバル化（slowbalization）やサプライチェーンの

再編を伴う再グローバル化（re-globalization）、グローバル化の後退を意味する脱グローバル化（de-globalization）など

の可能性を指摘する言説もみられる。今後の国際経済秩序のあり方に関する知的コンセンサスの形成にはまだ時間が

かかりそうだ。 

 

 

経営課題として重要性を増すサイバーセキュリティ 

経済産業省は 24日、「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」の改訂版である Ver.3.0を公表した（前回は 2017年 11

月改訂）。情報漏洩などにより会社や第三者に損害が生じた場合、経営者が善管注意義務違反や任務懈怠に基づく損

害賠償責任などの法的責任を負うと明記するなど、経営者のリーダーシップによる取組みの必要性が強調されている。 

近年、国際的に厳格化が進むのが攻撃被害の報告・情報開示制度だ。米国では昨年 3月、重要インフラ事業者に対し

サイバーインシデントが発生したと合理的に考えた時点から 72時間以内、ランサムウェア攻撃に対する身代金の支払

いから 24時間以内に当局への報告を義務付ける法律が成立。EUでは今年 1月に発効したサイバーセキュリティ関連

指令において、インシデント発生を認識してから 24時間以内に初期的な報告を行うこととされている。また、投資家との

関係では、米証券取引委員会（SEC）が昨年 3月、上場企業に対し重大インシデント発覚後 4営業日以内の情報開示を

求める規則案を公表。日本でも速やかな報告・情報開示に対する要請はさらに高まると考えられ、企業は迅速な状況把

握・対処に向けた体制作りが求められる。 

企業などがサイバー攻撃を受けた場合、ステークホルダーとの関係やレピュテーションの毀損を怖れ、被害拡大を防

ぐための情報の共有が遅れる傾向があるとも指摘されている。これを受け、経済産業省などは 8日、「サイバー攻撃被

害に係る情報の共有・公表ガイダンス」を公表。技術的情報に関する非公開の「情報共有」と攻撃被害の対外「公表」を

概念上区別し、適切な情報の取扱いに関する実務上の留意点をまとめている。 
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